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～ 北海道人事委員会勧告・報告が出た ～ 

月例給 578 円、ボーナス 0.05 月改善され 4.10 月 

単身赴任手当を２年間で改善  2.6 万円→2.7 万円→3 万円 

本日、北海道人事委員会は、道議会と高橋知事に対して「平成２７年職員の給与等に関する報告及び給与改

定に関する勧告」を行いました。 

給与関係では、昨年に続き月例給とボーナスがともに引き上げ勧告されましたが、道内民間給与・ボーナス

が低迷していることを受け、改定額は低くなりました。（図表は道人事委員会給与課作成資料より転用） 



 

平成２７年度の改定 では、１月の道議会で給与条例が可決されてから給料表も改定されま

す。小・中学校教員の初任給（２級３３号俸）で２，８００円、その他の職員では２，６００円から    

１，１００円（再任用者も含む）引き上げられま

す。 

しかし、今年４月から平均２％削減されている

「給与制度の総合的見直し」により、すでに最大

３年間の「現給保障」がされています（右図参

照）。今回の改定率が０．１５％ですから、削減

されている２％を回復するには遠く及びませんの

で、実質的な賃金改善になりません。 

今回、道人事委員会は、改定額５７８円を給料

（３５９円）のほかに「単身赴任手当（２０９円」

と東京特別区や大阪市、名古屋市で勤務している

道職員の「地域手当」の改善（６円）に充てまし

た（その他「はね返り分」として４円）。 

「単身赴任手当」は、２年間の段階を踏んで改

善されます。平成２７年度は現行２６，０００円

から２７，６００円へ。平成２８年度はさらに、

３０，０００円に改善されます。 

 

公務運営関係の報告 では、再任用職員について、現状の制度では希望者の配置（任用）が

しきれない実態を改善すべく「新たな再任用制度を構築することが必要」と報告されました。 

また、国家公務員に導入が検討されている「フレックスタイム制」については、職員の仕事と育児・介護と

の両立に資するよう「検討を進めることが必要」とに留め、導入には慎重な姿勢を見せています。 

 

 今後、１１月から１月までの賃金交渉では、道教委がどのような提案をしてくるか、この勧告・報告がベー

スになります。１７年間続く道独自削減の中止が最大の争点になると思います。 


